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日本の教育改革の必要性に関する考察

 ― 多様性を前提とした学びへの転

換に向けて ―

はじめに

　日本の義務教育は、国際的に高い

評価を受けてきました。PISA 調査

において日本の生徒は数学・科学・

読解力の分野で常に上位に位置し、

基礎学力の高さは世界的に認められ

ています。また、全国一律の学習指

導要領に基づく均質な教育、安全な

学校環境、無償の義務教育制度など、

世界に誇るべき特徴も多く存在しま

す。

しかし一方で、日本の教育は大きな

転換点に立っています。創造性の育

成、ICT 教育の遅れ、教員の長時間

労働、地域格差、そして障害のある

子どもたちをめぐる「分離教育」の

問題など、構造的な課題が顕在化し

ています。ここでは、これらの課題

を整理し、特にインクルーシブ教育

の観点から、日本の教育改革の方向

性について考察します。

1. 日本の義務教育の強みと限界

1-1. 強み：均質性と基礎学力の高

さ

日本の義務教育は、全国一律のカリ

キュラムにより地域差が少なく、一

定の教育水準が保たれています。ま

た、治安の良さと学校運営の安定性

により、子どもたちが安心して学

べる環境が整っています。よく報

道される内容として「日本の生徒

は PISA で常に上位」とあるように、

基礎学力の高さは国際的に評価され

ています。

1-2. 限界：創造性・ICT・教員負担

の課題

一方で、日本の教育は「創造性」「主

体性」を育てる点で弱いと指摘され

ています。ディスカッションや探

究型学習が十分に浸透しておらず、

ICT 活用も諸外国に比べて遅れてい

ます。さらに、教員の長時間労働や

人材不足は深刻であり、教育の質に

影響を及ぼしています。

2. 障害児教育の現状と国際的批判

2-1. 日本型インクルーシブ教育の

特徴

日本では、通常学級、通級、特別支

援学級、特別支援学校という多様な

学びの場が制度として整備されてい

ます。教育関係資料で「少人数での

きめ細かな指導体制が制度上は用意

されています」とあるように、特別

支援教育の専門性は一定の評価を受

けています。

2-2. 国際的批判：分離教育の固定

化

しかし国連からは、日本の特別支援

教育が“分離教育”として固定化し

ていると繰り返し指摘されていま

す。特別支援学級の児童生徒が通常

学級で過ごす時間を制限する通知な

どが問題視され、「通常学級で学ぶ

権利の保障」が求められています。

3. 戦後 80 年を踏まえた教育の再設

計

3-1. 「特別な教育」から「多様性を

前提とした教育」へ

戦後の日本の教育は「均質性」を重

視して発展してきました。しかし、

これからの教育は「最初から多様な

子どもがいる前提で授業を設計す

る」方向へ転換する必要があります。

これは障害児教育に限らず、すべて

の子どもの学びに関わる視点です。

3-2. UDL（ユニバーサルデザイン）

の導入

読むのが苦手、音がつらい、集中が

続かないなど、多様な特性を前提に

授業を組み立てる UDL の発想が求め

られます。「通常学級＝標準、特別

支援＝例外という構図を崩す」こと

は必要であり、学びのデザインその

ものを見直す必要があります。

4. 通常学級の側を変える改革の必

要性

4-1. 人的配置の強化

インクルーシブ教育を実現するた

めには、通常学級に複数教員（コ・

ティーチング）や支援員、専門職（心
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理士、言語聴覚士、ソーシャルワー

カー等）を配置する体制が不可欠で

す。これにより、個別の支援が教室

内で完結しやすくなります。

4-2. 学級規模の見直し

発達障害やグレーゾーンの子どもが

増える中、現行の学級規模では合理

的配慮が困難です。通常学級の人数

基準そのものを下げることが求めら

れます。

4-3. 授業デザインの刷新

一斉・一律の授業から、「複数の参

加の仕方」「複数の表現方法」を認

める授業へと転換する必要がありま

す。

5. 特別支援学校の役割転換

特別支援学校を「分離の場」として

ではなく、「地域支援の中核拠点」

として位置づけ直すことが現実的で

す。巡回相談、専門的助言、教材開

発、医療・福祉との連携など、地域

の普通学校を支える役割を強化する

ことが求められます。

6. 教育改革を阻む文化的背景

6-1. 「弱者は施される存在」という

価値観

日本社会には、弱者を「助ける対象」

とみなす文化が根強く存在します。

「慈善・保護の発想が強く、権利の

発想が弱い」特徴が強いといわれま

す、この価値観は障害のある人を対

等な存在として扱うことを妨げてき

ました。

6-2. メディア表象の問題

日本のメディアは長く、障害のある

人を「特別」「感動の対象」として

描いてきました。その結果、「共に

学ぶ」という発想が育ちにくい文化

が形成されています。

7. 文化を変えるために必要な取り

組み

メディアが日常の多様性を描くこと

学校教育で権利・差別の歴史・“普通”

の概念を学ぶこと

当事者が語る機会を増やすこと

子どもたちが共に育つ経験を制度的

に保障すること

これらの取り組みは、制度改革と並

行して進める必要があります。

おわりに

日本の教育は、いま大きな転換点に

立っています。少子化により普通学

校に余裕が生まれ、障害者権利条約

やこども基本法など、制度改革を後

押しする環境が整いつつあります。

「制度と教育が変われば、文化は変

わる」と考えられ、教育改革は社会

全体の価値観を変える力を持ってい

ます。

インクルーシブ教育は、障害のある

子どものためだけのものではありま

せん。多様な子どもが共に学ぶ学校

は、すべての子どもにとって生きや

すい学校になります。教育を変える

ことは、未来の社会を変えることに

つながります。今こそ、日本の教育

を「分離」から「共生」へと進める

歴史的な機会であると考えます。

　　　　　　　　　　　　（河村）

日本障害者協議会（JD）が「投票バ

リアフリー実態調査 2026」にとり

くんでいます。JD は、今年の衆議

院選挙 2026 において、どのような

投票環境の改善があったのか、また、

残されている問題、課題はなにかな

どを集め、国への要請や国会議員と

の意見交換をはかりたいと考えてい

ます。ーーー

投票環境バリアフリーのアンケート

2026　調査のお願い

　障害のある人の投票に関して、合

理的配慮を欠くことは、すべての人

に保障された参政権を侵し、障害者

権利条約第 29 条（政治的及び公的

活動への参加）実現の妨げとなる重

大問題として、その改善を国などに

求めてきました（JD 要請書 2026 参

照）。各地での当事者の声や実態な

どマスコミも大きく報道しました。

　こうしたなかで総務省はホーム

ページで「対応例」や「好事例」を

紹介し、また総務省留意事項、厚労

省事務連絡を発しました。

その後、参議院選挙 2025 があり、

この度の衆議院選挙 2026 がありま

した。

　みなさんの投票ではどんな改善が

されたでしょうか？　また、改善が

必要なことや困っていることなど、

率直な声や事例をお聞かせくださ

い。

　さらなる投票環境改善のとりくみ

をすすめましょう。

　つぎの回答フォーム URL より、6

月末日までにご意見をお願いいたし

ます。

　 h t t p s : / / f o r m s . g l e /

ugPmHDBRYv6Yh4H19

上記フォームからの書き込みがご不

便な場合は、以下を JD 事務局にメー

ルください。

①お名前

②所属団体名または「個人」とお書

きください。

③障害の有・無

④どんな障害ですか？

⑤衆議院選挙 2026 であなたの投票

環境は改善されましたか？

⑥投票所のある市区町村はどちらで

すか？

以下は、自由にお書きください

1）衆議院選挙 2026 は突然の解散で、

とても短い選挙期間でしたが、困っ

たことはなんですか？

2）選挙情報の改善へのご意見

3）投票所や期日前投票、代理投票

などの改善へのご意見

4）投票方法、投票用紙などの改善

投票バリアフリー実態調査 2026
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へのご意見

5）郵便投票や「巡回投票」などの

改善へのご意見

6）その他、問題に感じておられる

こと

連絡先＝日本障害者協議会（JD）メー

ル：office@jdnet.gr.jp　TEL：03-

5287-2346

ア ン ケ ー ト 案 内 ペ ー ジ：　

ht t p s : / / w w w . j d n e t . g r . j p /

report/26_4/260416.html

 2026 年 04 月 30 日 15 時 41 分　国

の障害年金の支給可否に関する医師

の判定結果を日本年金機構が一部ひ

そかに破棄し、別の医師に依頼して

審査をやり直していた問題を受け、

厚生労働省は 30 日、今後の対応策

を発表した。別の医師による判定や

り直しは原則として認めない。やむ

を得ない理由で行った場合も、1 人

目の医師の判定記録を保存するよう

にする。

　厚労省は機構の職員約 300 人への

聞き取りを踏まえた最終的な調査結

果も発表。判定破棄や審査のやり直

しは時間的な制約が一因で「職員が

恣意的に判定結果を破棄したケース

は確認できなかった」としている。

破棄がいつから行われていたかは特

定できず、担当部署の「障害年金セ

ンター」ができた 2017 年以前から

続いていた可能性があるとした。

　障害年金の支給可否や等級の判定

は、年金機構が外部の医師に委託し

ている。厚労省は、判定結果の破棄

と審査やり直しは書類の記載ミスや

確認漏れなどが理由と説明。

　医師は病院などでの勤務の傍らで

審査を引き受けていることが多い一

方、機構は「申請受理から 3カ月以

内に処理する」という標準期間を定

めている。

共同通信発

　日本自閉症協会事務局より　

　世界自閉症啓発デー関連の

ご報告

●世界自閉症啓発デー日本実行委員

会の公式サイトが 4月 2日に更新さ

れました。

・世界自閉症啓発デー 2026 に寄せ

る国連事務総長、厚生労働大臣、文

部科学大臣、こども政策担当大臣か

らのメッセージ

https://www.　　

worldautismawarenessday.jp/top-

message2026/

・著名人等からの応援メッセージ

　　https://www.　　　　　　

　worldautismawarenessday.jp/

celeb-message2026/

※著名人の応援メッセージでは、日

本自閉症協会が後援している映画

「平行と垂直」の小林聖太郎監督主

演の安田章大さん、のんさんから

応援メッセージいただきました。

・世界自閉症啓発デー 2026 

ONLINE イベント「メッセー

ジ in ブルー」　https://www.

worldautismawarenessday.jp/

event/2026/04/message-in-

blue2026/

「セサミストリートと自閉

症」の絵本　https://www.

worldautismawarenessday.jp/

event/2026/04/sesami-picture-

book/

・作品展 2026

　　https://www.

worldautismawarenessday.jp/

works/2026/

● 4 月 2 日東京タワーの点灯式の

様子※セサミストリートとヘラル

ボニーのコラボ

https://x.com/asjoffice/

status/2039630316248482099/

photo/1

※市川会長・発達議連の野田会長・

三浦事務局長でブルーライト、

　　　　　　　　　　スイッチオ

ン

https://x.com/asjoffice/

status/2039861252399440217

※ライトアップされた東京タワー

https://x.com/asjoffice/

status/2039635753584758850

※アフターイベント（市川会長＆

東京都自閉症協会）

https://x.com/asjoffice/

status/2039641636175859765/

photo/1

●今回東京都自閉症協会の協力の

もと、点灯式の前にはテントでの

折り紙プロジェクトや動画や漫画

配布の　啓発。そして点灯式のア

フターイベントでは、ゲストに俳優

の東ちづるさんや発達障害当事者

協会さんも出演し、青色のケミカ

ルライトをふりながら、オリジナ

ルの「　自閉症」の替え歌と、公

式ソング「WEBILONG」を観客の皆

さんと合唱しました。※折り紙プ

ロジェクト

https://x.com/NPOtojiofficial/

status/2039603288291901590/

photo/1

全国の加盟団体の啓発デーの取り

組み等は、今後ＨＰやいとしご等で

もご紹介していきたいと思います。
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加盟団体様

2027 年度予算要望をお願い

します。

2026 年 5 月 1 日

　　　日本自閉症協会　政策担当

　    今井　忠（副会長）

・要望は厳選してください。

・下記の分類に従って番号を付けて

ください。

・県に出したものを利用する場合は

厳選したものに〇をつけてくださ

い。

・複数省庁にまたがる要望は、代表

の省庁に記入してください。

・期限：5月 22 日（金）

・提出先：日本自閉症協会事務局　

樋口　宛　higuchi@autism.or.jp

・様式：WORD の箇条書きでお願い

します。

①具体的に記述（現状の問題を改

善するために実現してほしいこと）

②要望の理由・背景

＜分類番号＞

1. 厚労省向け

 

①住まい ( 入所施設、GH、訪問介

護など )

②日中活動

③親なき後、高齢化、成年後見　

④親・家族支援、預かり、ペアト

レ

⑤福祉人材（量、支援力と質）

⑥相談、支援センター

⑦啓発、理解

⑧医療、診断、医師、訪問看護、

服薬

⑨支援区分

⑩強度行動障害

⑪本人の就労

⑫障害年金

⑬地域間格差

⑭その他

 

2. 文科省向け

 

①教員の質、理解と対応力、育生

②インクルーシブ教育、合理的配

慮

③特別支援教育

④通級指導教室ならびに特別支援

学級

⑤特別支援学校

⑥不登校、登校しぶり、フリース

クール

⑦就学相談

⑧地域間格差

⑨連携

⑩その他

 

3. こども家庭庁向け

 

①保護者支援

②相談、児童相談所

③健診、診断、医療

④幼稚園、保育園

⑤預かり、一時保護

⑥児童発達支援・放課後等デイサー

ビス

⑦支援人材確保

⑧児童入所施設

⑨地域間格差

⑩その他

 

4. その他

①交通機関、公共施設　

②防止、合理的配慮、権利

③ 司法、警察、裁判

以上

NDF のメールによる、 各種依存症、 触法者等

への支援をすすめているワンネスグループ奈良

からの情報です。

今年度から、奈良県委託「困難な問題を抱える女性

等支援事業」を開始しました。

家庭内暴力（DV）、精神疾患や依存症、経済的困窮、

触法歴など、さまざまな事情により孤立してしまう

女性に対して相談支援や訪問支援、居場所の確保な

ど、状況に応じた支援を行います。

女性専用相談ダイヤル

0120-337-119

（月〜金 10:00 〜 17:00 ／祝日含む）

https://oneness-g.com/press/joseisoudan

ワンネス財団奈良

https://oneness-g.com/ofg/ofg-nara
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和８年５月７日

　　　　　　　　　　　　　

奈良県知事　山下　真　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良県障害者福祉連合協議会

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　大久保　浩（公印略）

令和８年度　国に対する障害福祉関係施策・予算要望書（案）　

　　日頃から障害者福祉施策充実のために、ご尽力頂いていることに感謝申し上げます。

　ご存知のように、障害者福祉制度・施策の多くは国によって決められ、運営されています。県障害福祉課と

の懇談の中でも、県の施策を進める上で、国の制度・施策が、制約の一つになっていることが話題となります。

こうした状況を踏まえると、私たち県障害者福祉連合協議会と県とが共同して、国の制度・施策の充実を求め

る要望をしていく必要があると考えます。

　そこで、毎年、障害者福祉連合は、県から国へお願いして欲しい項目を要望書として作成しています。今年

度は下記の項目としました。県として、国へ要望していただくよう、お願い申し上げます。

―要望事項―

１．国の財政状況は厳しいと承知していますが、来年度の障害者福祉の報酬改定にあたって、減額を行わず一

　　層の充実を、お願いします。生活介護事業では利用者の利用時間での報酬単価を廃止して下さい。就労継

　　続支援 B型事業では利用時間の報酬評価を導入しないで下さい。

２．障害者福祉に携わる職員不足は深刻な状況です。この間、福祉職員定着のための処遇改善交付金等が給付

　　されていますが、低賃金が最大の要因です。基本報酬の引き上げなど職員確保・定着のための施策を拡充

　　して下さい。とりわけ、障害児者医療に関わる医師・看護師確保のための支援策を講じて下さい。

３．障害者が生活するうえでセーフティネットの役割を果たしている障害者年金や生活保護の切り下げを行わ

　　ず、制度を一層充実させて下さい。少なくとも生活保護制度に定める最低所得水準に見合う所得保障をし

　　て下さい。また、長く続く物価高騰で大きな影響をうけている障害者や事業所への支援を行って下さい。

４．「障害者総合支援法第７条」により、障害者が６５歳になると、類似サービスがある場合は介護保険での提

　　供としています。障害者本人が選択し、必要なサービスが受けられるように地方自治体に周知して下さい。

　　「障害者総合支援法第７条」の廃止を検討してください。

５．地域生活支援事業では、事業主体が地方自治体のため、地域間格差が生じ、真に必要なサービスが得られ

　　ない状況が生まれています。そこで、この事業の運用実態の調査を行い、大幅な見直しなど国が積極的に

　　援助し、全国一律の制度として下さい。

６．JR は 2025 年度から、大手私鉄では、精神障害者への運賃割引制度の導入が順次進められています。しかし、

　　一人で利用する場合、１００㎞以下は割引になりません。日常生活でも使用できる制度に改善するよう鉄

　　道事業者に働きかけて下さい。

７．当事者の意思に反して、精神障害者の長期入院が慢性化しています。精神障害者の地域生活移行や定着が

　　進むよう、社会への啓発、社会資源の整備、拡充を進めて下さい。
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８．移動困難な肢体不自由児者にとって移動支援は「移動の自由を保障する」観点から生きていく上で必要不

　　可欠なサービスです。通勤、通学、通所が困難な人や施設入所者についても利用を可能として下さい。

９．すべての旧優生保護法被害者に対して、謝罪と補償制度を周知し、優生保護法問題の全面的な解決を国の

　　責任で行って下さい。

１０．障害のある人への差別や虐待などの人権侵害が続いています。社会全体に対して多様性を認め合う共生

　　　社会の実現を目指した福祉理念を普及させる事業の展開が必要と考えます。そこで、国が確実に補助す

　　　る福祉の理念普及事業を構築し、全国各地で利用できる体制整備を行って下さい。

　

１１．成年後見制度の見直し、改正が進んでいます。これまでは、月々の後見報酬の負担が重い、利用期間　

　　　が長期にわたる等、障害のある人にとっては利用しづらいものとなっています。今回の改正で成年後　

　　　見制度が、一層使いやすいものになるようにしてください。制度を利用した場合には補助などの支援　

　　　を検討して下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１２．児童だけでなく成人期になっても同等の支援を継続し、切れ目なくライフステージを通して、医療的　

　　　ケア児者とその家族が安心して暮らせるようにして下さい。そのために、「医療的ケア児支援法」を年　

　　　齢の定めのない法律に改正して下さい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以 上

　　　

日本自閉症協会として各省に向

けた 2027 年度予算要望をまとめる

にあたり、特定非営利活動法人奈

良県自閉症協会として次の内容を

要望しました。

1. 厚生労働省向け

発達障害者支援の強化に関する要

望書

◯目的

発達障害児者および家族が、地域

で安心して生活・就労できる体制

を整備するため、医療福祉・就労

支援の強化を要望する。

①要望事項

・診断待機の解消と専門医療体制

の拡充

・初診待機が数ヶ月〜 1 年以上の

地域が多数。

・医師以外の専門職（心理士・作

業療法士等）を活用した診断前支

援体制の整備を求める。

・地域支援マネジャー・巡回支援

専門員の増員と権限強化

・困難ケース対応の中核人材が不

足。

・家庭訪問・多機関連携を担う専

門職の配置基準を強化する。

・強度行動障害支援の抜本的強化

・受け入れ事業所の不足が深刻。

・報酬改善・専門研修の義務化・

中核拠点の整備を要望。

・家族支援（ペアレントトレーニ

ング等）の全国普及

・科学的根拠のある家族支援プロ

グラムを標準化し、自治体間格差

を解消する。

・就労支援の強化（就労パスポー

トの普及・定着支援の柔軟化）就

労後の離職率が高い。定着支援期

間の延長・企業向け研修の拡充を

求める。

②期待される効果

・早期支援の実現による二次障害

の予防

・家族の負担軽減と虐待リスクの

低減

・就労継続率の向上と社会参加の

促進

2. 文部科学省向け

発達障害児者の学びを保障するイ

ンクルーシブ教育推進と教育課程

の抜本見直しに関する要望書

◯目的

発達障害のある児童生徒を含むす

べての子どもが学びやすい学校を

実現するため、インクルーシブ教

育の推進と、戦後 80 年を迎える教

育課程の抜本的見直しを要望する。

①要望事項

・インクルーシブ教育の国家的推

進（制度としての明確化）

・障害の有無にかかわらず、同じ

学校で学ぶことを前提とした教育
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体制を整備する。

・通常学級・通級・特別支援学級の

「縦割り構造」を超えた柔軟な支援

配置を可能にする制度改正。

・校内支援チームの常設化、特別支

援コーディネーターの専任化。

教育課程の抜本的見直し（戦後 80

年の節目として）

②現行の教育課程には、戦後占領

期に形成された価値観・構造が残っ

ているとの指摘がある。

③発達障害児者の学びに合わない

「一斉授業中心」「暗記偏重」「画一

的評価」から脱却し、多様な学び

方を前提とした教育課程（個別最

適化・協働学習・ICT 活用）へ再設

計する。

①要望事項

・読み書き・実技・探究など、特性

に応じた複線型カリキュラムの導

入。

・ICT・アクセシビリティ機能の標

準化（合理的配慮として明文化）、

読み上げ、音声入力、字幕、拡大

表示などを「特別扱い」ではなく、

合理的配慮として全国で必ず提供

される仕組みを構築。

・教員研修にアクセシビリティ教育

を必須化。

・読み書き障害（ディスレクシア）

への合理的配慮の制度化

・診断書の有無にかかわらず、試験

時間延長・宿題量調整・ICT 利用を

標準化。

・高校入試・大学入試でも同様の配

慮を全国統一。

・通級指導の拡充と専門性の高い教

員育成

・通級利用者の増加に対し、教員数・

専門研修が不足。

・特別支援教育の専門免許制度の強

化と研修体系の再構築。

・就学前からの切れ目ない支援（5

歳児健診の活用）

・保育所・幼稚園との情報連携を制

度化し、就学前からの支援計画を

標準化。

②期待される効果

・発達障害児者の学習困難・不登校・

二次障害の大幅な減少

・多様な学び方を認める教育文化の

定着

・教員の負担軽減と学校全体の支援

力向上

①日本の教育を「戦後型」から「多

様性・包摂型」へ転換する契機と

なる発達障害のある児童生徒への

教育支援強化に関する要望書

②目的

・学校現場における合理的配慮と専

門的支援を確実にし、学習機会の

保障と不登校・二次障害の予防を

図る。

①要望事項

・校内支援体制の強化（特別支援コー

ディネーターの機能強化）

・専門性の高い教員配置と研修の義

務化を求める。

・ICT・アクセシビリティ機能の標

準活用

・読み上げ・音声入力・字幕など、

1 人 1 台端末の機能を合理的配慮と

して明確化。

・読み書き障害（ディスレクシア）

への合理的配慮の制度化

・診断書の有無に関わらず、試験時

間延長・宿題量調整などを全国で標

準化。

・通級指導の拡充と教員研修の強化

・利用者増に対し教員数が不足。専

門研修の体系化を求める。

・就学前からの切れ目ない支援（5

歳児健診の活用）

・保育所・幼稚園との連携強化、情

報共有の仕組み整備を要望。

②期待される効果

・学習困難の早期改善

・不登校・情緒不安の予防

・教員の負担軽減と学校全体の支援

力向上

3. こども家庭庁向け

◯乳幼児期〜家庭支援の強化に関す

る要望書

②目的

・早期発見・早期支援を確実にし、

家庭・教育・福祉の連携を強化する

ことで、子どもの発達を総合的に支

える体制を構築する。

①要望事項

・児童発達支援・放課後等デイサー

ビスの質の確保と評価制度の導入

・EBP（科学的根拠に基づく支援）

の導入、外部評価制度の整備を要望。

・保育所・幼稚園への専門人材配置

（早期支援コーディネーター）

・早期発見と家庭支援のため、専門

職の配置基準を新設。

・家庭・教育・福祉の連携強化（ト

ライアングル支援）

・こども家庭庁が主導し、自治体間

の連携格差を解消する仕組みを構

築。

・訪問型家族支援の普及

・家庭訪問による親支援プログラム

の全国展開を求める。

・入所施設から地域生活への移行支

援の標準化

・移行調整会議の義務化・支援計画

の標準化を要望。

②期待される効果

・早期支援の質向上

・家庭の孤立防止と虐待予防

・就学後の支援負荷の軽減

4. その他（自治体・社会全体向け）



8

8ＫＳＫＲ（きずな）第三種郵便物承認通巻９８８２号  ２０２６年　５月２８日発行　（ 　 )

発達障害者が暮らしやすい社会環

境整備に関する要望書

②目的

行政・公共施設・企業など社会全体

で合理的配慮を徹底し、発達障害者

が安心して生活できる環境を整え

る。

①要望事項

・合理的配慮の標準化（役所・警察・

金融機関・公共施設）

・職員研修の義務化、対応マニュア

ルの全国統一を要望。

・カームダウン・クールダウンス

ペースの整備

・感覚過敏に配慮したスペースを公

共施設・商業施設に設置。

・ICD-11 に基づく評価制度の改善

（療育手帳の基準統一）

・軽度知的障害・境界知能の評価改

善を求める。

・自治体相談支援体制の強化

・相談支援専門員研修に「発達障害」

を必須項目として追加。

・企業・地域社会への啓発活動の強

化

・発達障害の理解促進キャンペーン

の実施を要望。

②期待される効果

・社会的障壁の低減

・トラブル・誤解の防止

・地域全体で支える文化の醸成

                                 

以上



9

9ＫＳＫＲ（きずな）第三種郵便物承認通巻９８８２号  ２０２６年　５月２８日発行　（ 　 )



10

10ＫＳＫＲ（きずな）第三種郵便物承認通巻９８８２号  ２０２６年　５月２８日発行　（ 　 )

令
和

８
年

度
に

む
け

て
奈

良
県

障
害

福
祉

関
係

政
策

・
予

算
要

望
書

＜
奈

良
県

障
害

者
福

祉
連

合
協

議
会

＞

①
新

規
奈

良
県

障
害

者
施

策
推

進
協

議
会

等
に

障
害

の
あ

る
人

、
と

り
わ

け
精

神
障

害
者

や
知

的
障

害
者

な
ど

の
当

事
者

を
参

加
さ

せ
て

く
だ

さ
い

。

【
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）
】

　
地

域
の

関
係

者
が

集
ま

り
、

課
題

を
共

有
し

、
そ

の
課

題
を

踏
ま

え
て

、
地

域
の

サ
ー

ビ
ス

基
盤

の
整

備
を

進
め

て
い

く
役

割
を

担
う

奈
良

県
自

立
支

援
協

議
会

の
委

員
と

し
て

、
今

年
度

か
ら

新
た

に
当

事
者

の
方

に
就

任
し

て
い

た
だ

き
ま

し
た

。
 
他

の
協

議
会

に
つ

き
ま

し
て

も
、

必
要

に
応

じ
て

、
当

事
者

の
方

に
意

見
を

い
た

だ
け

る
よ

う
な

機
会

を
設

け
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
努

め
て

ま
い

り
ま

す
。

・
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）

②
新

規
今

年
度

か
ら

、
相

談
体

制
と

し
て

統
括

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

、
地

域
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
が

配
置

さ
れ

ま
し

た
。

ど
の

よ
う

に
機

能
し

て
い

る
か

、
相

談
件

数
・

内
容

を
含

め
明

ら
か

に
し

て
く

だ
さ

い
。

ま
た

、
各

市
町

村
の

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

の
設

置
状

況
と

設
置

に
む

け
て

の
支

援
に

つ
い

て
も

教
え

て
く

だ
さ

い
。

【
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）
】

　
各

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

に
は

、
主

に
市

町
村

に
お

け
る

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

の
設

置
促

進
や

地
域

自
立

支
援

協
議

会
へ

の
出

席
、

県
と

共
同

で
の

研
修

会
の

実
施

、
市

町
村

へ
の

個
別

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

を
実

施
し

て
い

た
だ

い
て

お
り

ま
す

。
　

ま
た

、
地

域
を

ま
た

が
る

広
域

的
な

課
題

に
つ

い
て

は
統

括
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
を

中
心

に
市

町
村

へ
の

助
言

等
は

引
き

続
き

実
施

し
て

お
り

ま
す

。
　

基
幹

相
談

支
援

セ
ン

タ
ー

は
、

現
時

点
で

は
2
市

町
で

設
置

さ
れ

て
い

ま
す

が
、

全
国

最
下

位
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
県

と
し

て
も

危
機

感
を

持
っ

て
お

り
、

各
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

連
携

し
な

が
ら

、
市

町
村

に
設

置
促

進
を

図
っ

て
も

ら
う

よ
う

専
門

家
を

招
い

た
研

修
会

の
実

施
や

県
か

ら
の

支
援

を
必

要
と

す
る

市
町

村
に

対
す

る
個

別
ヒ

ア
リ

ン
グ

を
行

っ
て

い
る

と
こ

ろ
で

す
。

現
時

点
で

、
来

年
度

は
3
市

に
お

い
て

設
置

を
見

込
ん

で
お

り
、

質
の

伴
っ

た
セ

ン
タ

ー
を

設
置

し
、

好
事

例
を

横
展

開
し

て
い

き
た

い
と

考
え

て
い

ま
す

。
　

な
お

、
相

談
件

数
・

内
容

に
つ

い
て

は
年

度
末

の
ま

と
め

て
提

出
い

た
だ

い
て

い
る

た
め

、
現

時
点

で
は

把
握

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

・
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）

③
変

更
奈

良
県

下
の

「
旧

優
生

保
護

法
」

の
被

害
者

補
償

の
状

況
を

、
件

数
も

含
め

教
え

て
く

だ
さ

い
。

個
別

通
知

等
、

全
て

の
被

害
者

に
保

障
が

届
く

た
め

の
具

体
的

施
策

の
実

施
・

検
討

状
況

を
教

え
て

く
だ

さ
い

。
県

と
し

て
こ

の
問

題
の

歴
史

的
な

検
証

や
総

括
を

行
っ

て
く

だ
さ

い
。

【
健

康
推

進
課

】
　

奈
良

県
で

は
、

令
和

7
年

1
月

1
7
日

か
ら

令
和

8
年

1
月

末
日

ま
で

に
、

補
償

金
9
件

（
本

人
4
件

、
特

定
配

偶
者

1
件

、
本

人
の

遺
族

3
件

、
特

定
配

偶
者

の
遺

族
1
件

）
と

人
工

妊
娠

中
絶

一
時

金
3
件

の
合

計
1
2
件

の
請

求
が

あ
り

ま
し

た
。

そ
の

う
ち

、
補

償
金

6
件

（
本

人
4
件

、
本

人
の

遺
族

1
件

、
特

定
配

偶
者

の
遺

族
1
件

）
人

工
妊

娠
中

絶
一

時
金

2
件

の
合

計
8
件

が
認

定
さ

れ
て

い
ま

す
。

（
令

和
8
年

1
月

末
日

時
点

）
　

本
制

度
の

周
知

に
つ

き
ま

し
て

は
、

対
象

と
な

る
す

べ
て

の
方

に
情

報
が

行
き

届
く

よ
う

、
県

広
報

誌
へ

の
掲

載
、

市
町

村
や

福
祉

施
設

、
医

療
機

関
等

へ
の

リ
ー

フ
レ

ッ
ト

・
ポ

ス
タ

ー
の

配
布

、
医

師
会

報
へ

の
掲

載
な

ど
幅

広
い

方
法

に
よ

り
周

知
を

図
っ

て
お

り
ま

す
。

個
別

通
知

に
つ

き
ま

し
て

は
、

一
時

金
を

受
け

取
ら

れ
た

方
へ

の
個

別
通

知
を

実
施

し
ま

し
た

。
　

な
お

、
県

で
保

管
す

る
文

書
か

ら
対

象
と

な
り

う
る

方
に

つ
い

て
は

、
現

在
の

状
況

を
確

認
す

る
予

定
で

す
。

そ
の

上
で

、
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

配
慮

し
た

方
法

で
の

通
知

を
検

討
し

て
い

く
所

存
で

す
。

被
害

を
受

け
ら

れ
た

方
か

ら
の

ご
相

談
に

際
し

て
は

、
当

時
の

状
況

を
的

確
に

把
握

し
、

そ
の

お
気

持
ち

を
真

摯
に

受
け

止
め

、
丁

寧
な

相
談

対
応

と
円

滑
な

申
請

手
続

の
支

援
に

努
め

ま
す

。

・
健

康
推

進
課

④
変

更
障

害
者

施
設

で
は

、
職

員
が

質
・

量
と

も
不

足
し

て
い

ま
す

。
県

と
し

て
、

具
体

的
に

ど
の

よ
う

な
対

策
を

行
っ

て
い

る
か

、
教

え
て

く
だ

さ
い

。
ま

た
、

物
価

高
に

つ
い

て
、

ど
の

よ
う

な
支

援
を

行
っ

て
い

る
か

も
教

え
て

く
だ

さ
い

。

【
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）
】

　
物

価
高

騰
対

策
に

つ
い

て
は

、
障

害
福

祉
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

・
施

設
が

継
続

的
・

安
定

的
に

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
で

き
る

よ
う

、
令

和
7
年

度
に

お
い

て
支

援
給

付
金

を
支

給
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
す

。
　

国
の

令
和

７
年

度
補

正
予

算
に

つ
い

て
も

物
価

高
騰

対
応

重
点

支
援

が
決

定
さ

れ
た

た
め

、
県

に
お

い
て

も
当

該
補

助
金

を
活

用
し

て
、

1
2
月

補
正

予
算

で
予

算
を

確
保

で
き

た
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

事
業

所
へ

の
支

援
を

進
め

て
い

く
予

定
で

す
。

【
地

域
包

括
支

援
課

】
　

障
害

福
祉

人
材

の
確

保
に

つ
い

て
は

、
有

識
者

や
関

係
機

関
の

代
表

者
等

に
よ

る
「

奈
良

県
福

祉
・

介
護

人
材

確
保

協
議

会
」

を
設

置
し

、
福

祉
・

介
護

人
材

の
確

保
・

育
成

に
向

け
た

協
働

連
携

に
よ

る
取

組
を

進
め

て
い

ま
す

。
　

ま
た

、
働

き
や

す
い

事
業

所
と

し
て

知
事

が
認

証
す

る
「

奈
良

県
福

祉
・

介
護

事
業

所
認

証
制

度
」

の
取

組
に

よ
り

、
業

界
全

体
の

底
上

げ
を

図
る

と
と

も
に

、
将

来
の

福
祉

人
材

と
し

て
期

待
さ

れ
る

若
者

等
に

対
し

福
祉

・
介

護
の

仕
事

の
魅

力
を

発
信

す
る

た
め

、
認

証
事

業
所

の
若

手
職

員
で

構
成

す
る

「
奈

良
県

福
祉

・
介

護
の

お
仕

事
Ｐ

Ｒ
隊

」
を

令
和

元
年

8
月

に
発

足
し

、
令

和
7
年

1
0
月

現
在

3
4
名

の
P
R
隊

員
に

活
動

い
た

だ
い

て
い

ま
す

。
　

さ
ら

に
、

奈
良

県
福

祉
人

材
セ

ン
タ

ー
を

運
営

し
、

無
料

職
業

紹
介

な
ど

の
求

職
者

及
び

求
人

事
業

所
に

対
す

る
支

援
を

行
う

ほ
か

、
福

祉
系

高
校

の
学

生
や

他
業

種
か

ら
の

転
職

者
が

障
害

福
祉

分
野

に
就

職
し

た
場

合
の

資
金

貸
付

等
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

　
ま

た
、

相
談

支
援

専
門

員
研

修
、

サ
ー

ビ
ス

管
理

責
任

者
等

研
修

、
強

度
行

動
障

害
支

援
者

養
成

研
修

を
実

施
し

、
適

切
な

サ
ー

ビ
ス

提
供

に
必

要
な

知
識

、
技

能
を

有
す

る
人

材
の

養
成

に
取

り
組

ん
で

い
ま

す
。

　
今

後
も

こ
れ

ら
の

取
組

を
推

進
し

、
人

材
の

確
保

・
育

成
に

努
め

て
ま

い
り

ま
す

。

・
障

害
福

祉
課

（
自

立
支

援
係

）
・

地
域

包
括

支
援

課

⑤
変

更

災
害

時
の

対
策

が
、

市
町

村
で

進
ん

で
い

ま
せ

ん
。

県
と

し
て

、
以

下
の

事
に

つ
い

て
、

市
町

村
へ

の
指

導
・

援
助

を
強

め
て

く
だ

さ
い

。
・

個
別

支
援

計
画

と
個

別
避

難
支

援
計

画
を

リ
ン

ク
さ

せ
、

平
時

か
ら

災
害

時
の

対
応

を
考

え
る

仕
組

み
を

作
っ

て
く

だ
さ

い
・

個
別

避
難

計
画

を
す

べ
て

の
市

町
村

で
完

成
さ

せ
て

く
だ

さ
い

・
福

祉
避

難
所

設
置

を
進

め
て

く
だ

さ
い

。
指

定
福

祉
避

難
所

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

、
機

器
類

の
備

え
等

、
点

検
・

整
備

を
進

め
て

く
だ

さ
い

。
開

設
を

想
定

し
た

避
難

訓
練

を
実

施
し

て
く

だ
さ

い
。

・
災

害
時

要
援

護
者

の
対

象
を

す
べ

て
の

手
帳

保
持

者
に

ま
で

拡
大

し
て

く
だ

さ
い

【
地

域
福

祉
課

】
　

個
別

避
難

計
画

は
、

災
害

時
に

自
ら

避
難

す
る

こ
と

が
困

難
な

避
難

行
動

要
支

援
者

ご
と

に
作

成
す

る
避

難
支

援
の

た
め

の
計

画
で

あ
り

、
災

害
対

策
基

本
法

に
よ

り
、

市
町

村
が

策
定

に
努

め
る

も
の

と
な

っ
て

い
ま

す
が

、
県

内
市

町
村

の
個

別
避

難
計

画
の

策
定

状
況

は
、

令
和

7
年

1
0
月

1
日

時
点

で
策

定
済

が
５

市
町

村
、

一
部

策
定

済
が

3
3
市

町
村

、
残

る
１

村
が

未
策

定
と

な
っ

て
い

ま
す

。
 
 
福

祉
避

難
所

は
、

一
般

的
な

避
難

所
で

は
生

活
に

支
障

が
想

定
さ

れ
る

高
齢

者
や

障
害

者
等

の
特

別
な

配
慮

が
必

要
な

避
難

者
を

受
け

入
れ

る
施

設
で

す
が

、
福

祉
避

難
所

は
、

県
内

3
6
市

町
村

で
設

置
さ

れ
て

お
り

、
令

和
７

年
１

月
１

日
時

点
で

、
災

害
対

策
基

本
法

に
基

づ
く

指
定

福
祉

避
難

所
が

5
9
施

設
、

協
定

等
に

よ
る

福
祉

避
難

所
が

2
4
9
施

設
、

合
計

3
0
8

施
設

あ
り

ま
す

。
 
 
市

町
村

に
お

い
て

も
、

個
別

避
難

計
画

の
作

成
や

指
定

福
祉

避
難

所
を

含
む

福
祉

避
難

所
の

整
備

に
つ

い
て

の
重

要
性

は
認

識
さ

れ
て

お
り

、
そ

れ
ぞ

れ
の

実
情

に
応

じ
て

取
組

を
進

め
ら

れ
て

い
る

と
こ

ろ
で

す
。

な
お

、
避

難
行

動
要

支
援

者
の

対
象

者
を

整
理

の
う

え
、

県
内

の
全

て
の

市
町

村
に

お
い

て
、

避
難

行
動

要
支

援
者

名
簿

が
整

備
さ

れ
て

い
ま

す
。

　
県

で
は

、
こ

れ
ま

で
、

災
害

発
生

時
に

お
け

る
避

難
支

援
を

実
効

性
の

あ
る

も
の

と
す

る
た

め
、

市
町

村
の

防
災

及
び

福
祉

担
当

職
員

を
対

象
に

、
個

別
避

難
計

画
の

作
成

や
福

祉
避

難
所

の
設

置
・

運
営

に
関

す
る

実
務

研
修

を
開

催
し

て
き

ま
し

た
。

今
年

度
は

、
個

別
避

難
計

画
策

定
率

が
低

位
で

あ
る

1
0
市

町
村

を
訪

問
し

、
個

々
の

課
題

に
寄

り
添

っ
た

支
援

を
行

い
ま

し
た

。
ま

た
、

福
祉

避
難

所
に

つ
き

ま
し

て
は

、
バ

リ
ア

フ
リ

ー
化

の
状

況
等

を
調

査
の

上
、

県
が

実
施

す
る

市
町

村
職

員
向

け
研

修
に

て
、

避
難

所
の

整
備

を
改

め
て

呼
び

か
け

る
こ

と
を

検
討

し
て

お
り

ま
す

。
 
 
今

後
も

引
き

続
き

、
要

配
慮

者
が

発
災

時
等

に
適

切
に

避
難

で
き

る
よ

う
避

難
支

援
体

制
の

整
備

を
推

進
し

て
ま

い
り

ま
す

。

・
地

域
福

祉
課

⑥
変

更

障
害

の
あ

る
人

の
医

療
を

充
実

さ
せ

る
た

め
に

、
以

下
の

こ
と

を
県

と
し

て
行

っ
て

く
だ

さ
い

。
・

施
設

や
G
H
で

継
続

的
に

生
活

で
き

る
よ

う
訪

問
看

護
等

の
交

付
要

件
を

緩
和

し
て

く
だ

さ
い

・
障

害
者

に
関

わ
る

医
師

・
看

護
師

、
と

り
わ

け
精

神
科

の
医

師
や

看
護

師
の

確
保

や
養

成
を

お
願

　
い

し
ま

す
・

障
害

者
医

療
助

成
の

市
町

村
格

差
を

解
消

し
て

く
だ

さ
い

・
障

害
者

医
療

の
対

象
者

を
す

べ
て

の
障

害
者

手
帳

所
有

者
に

拡
大

し
て

く
だ

さ
い

・
１

８
歳

以
上

の
障

害
の

あ
る

人
に

つ
い

て
も

「
償

還
払

い
制

」
を

以
前

の
「

現
物

支
給

制
」

に
戻

し
て

く
だ

さ
い

。

【
医

療
保

険
課

】
　

心
身

障
害

者
医

療
費

助
成

制
度

を
含

む
福

祉
医

療
助

成
制

度
は

、
世

帯
の

経
済

状
況

が
厳

し
く

、
医

療
費

の
一

部
自

己
負

担
分

の
負

担
が

重
い

方
に

、
必

要
な

医
療

を
受

診
す

る
機

会
を

確
保

し
て

い
ま

す
。

　
そ

の
た

め
、

心
身

障
害

者
医

療
費

助
成

制
度

の
対

象
者

に
つ

い
て

も
、

大
半

の
市

町
村

に
お

い
て

障
害

を
原

因
と

し
て

、
就

労
の

機
会

が
制

限
さ

れ
る

等
の

理
由

か
ら

世
帯

の
経

済
状

況
が

厳
し

く
、

医
療

費
の

負
担

が
相

対
的

に
重

く
、

支
援

の
必

要
性

が
よ

り
高

い
と

想
定

さ
れ

る
重

度
心

身
障

害
者

で
あ

る
身

体
障

害
者

手
帳

１
、

２
級

及
び

療
育

手
帳

Ａ
１

、
Ａ

２
に

該
当

す
る

方
を

対
象

と
し

て
お

り
、

県
の

補
助

基
準

も
こ

れ
と

同
様

と
な

っ
て

い
ま

す
。

な
お

、
本

制
度

は
市

町
村

が
実

施
主

体
と

な
っ

て
制

度
設

計
及

び
対

象
者

へ
の

助
成

業
務

を
行

っ
て

お
り

、
県

は
市

町
村

が
助

成
し

た
費

用
の

１
／

２
を

補
助

し
て

い
ま

す
。

　
市

町
村

間
の

格
差

解
消

及
び

対
象

者
の

拡
充

に
つ

い
て

は
、

県
、

市
町

村
と

も
厳

し
い

財
政

状
況

の
中

、
県

、
市

町
村

に
お

い
て

財
政

負
担

が
相

当
に

増
加

す
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
、

限
ら

れ
た

財
源

を
重

点
的

、
効

果
的

に
活

用
す

る
こ

と
が

重
要

と
思

慮
さ

れ
る

た
め

、
実

施
主

体
で

あ
る

市
町

村
と

の
十

分
な

意
思

疎
通

の
も

と
、

障
害

者
施

策
を

含
め

、
総

合
的

な
観

点
か

ら
検

討
が

必
要

で
あ

る
と

考
え

て
い

ま
す

。
　

助
成

方
式

に
つ

い
て

現
物

給
付

方
式

を
採

用
し

た
場

合
、

窓
口

で
の

自
己

負
担

額
の

支
払

が
少

額
で

す
む

こ
と

が
、

大
き

な
メ

リ
ッ

ト
で

す
。

一
方

で
、

負
担

感
の

減
少

に
伴

い
受

診
回

数
が

増
加

す
る

等
、

医
療

費
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

た
め

、
国

民
健

康
保

険
へ

の
国

庫
負

担
金

が
減

額
さ

れ
て

し
ま

う
減

額
調

整
措

置
が

と
ら

れ
て

い
ま

し
た

が
、

少
子

化
対

策
の

取
組

を
支

援
す

る
観

点
か

ら
、

1
8
歳

年
度

末
ま

で
の

子
ど

も
を

対
象

に
国

民
健

康
保

険
の

減
額

調
整

措
置

が
廃

止
さ

れ
て

い
ま

す
。

　
こ

れ
ら

の
国

の
動

き
を

受
け

て
、

市
町

村
に

お
い

て
、

心
身

障
害

者
医

療
費

助
成

の
受

給
者

の
う

ち
、

1
8
歳

年
度

末
ま

で
の

子
ど

も
を

対
象

と
し

て
現

物
給

付
方

式
を

導
入

し
て

い
ま

す
。

子
ど

も
以

外
の

対
象

者
は

、
こ

れ
ま

で
ど

お
り

減
額

調
整

措
置

が
と

ら
れ

る
こ

と
と

な
っ

て
お

り
、

国
保

財
政

に
影

響
が

及
ぶ

こ
と

か
ら

、
引

き
続

き
償

還
払

い
方

式
が

採
用

さ
れ

て
い

ま
す

。

【
医

師
看

護
師

確
保

対
策

室
】

　
県

で
は

、
医

師
の

診
療

科
間

及
び

地
域

間
の

偏
在

に
対

応
す

る
た

め
、

奈
良

県
立

医
科

大
学

の
新

入
学

生
を

対
象

と
し

た
「

緊
急

医
師

確
保

修
学

資
金

貸
付

金
」

の
奨

学
金

制
度

を
実

施
し

て
い

る
。

本
制

度
で

は
、

卒
業

後
の

一
定

期
間

を
特

に
医

師
が

不
足

す
る

特
定

の
診

療
科

等
で

勤
務

す
る

こ
と

で
、

返
還

債
務

が
免

除
さ

れ
る

仕
組

み
と

な
っ

て
い

る
。

こ
の

対
象

診
療

科
に

つ
い

て
は

、
医

療
ニ

ー
ズ

や
医

師
の

不
足

状
況

を
踏

ま
え

、
適

宜
見

直
し

を
行

っ
て

お
り

、
平

成
3
0
年

度
に

は
精

神
科

の
う

ち
特

に
急

増
す

る
児

童
の

精
神

疾
患

に
対

応
す

る
た

め
「

児
童

精
神

分
野

」
を

対
象

に
追

加
し

、
令

和
7

年
度

に
は

8
人

の
児

童
精

神
分

野
を

専
門

分
野

と
し

た
医

師
を

配
置

し
て

い
る

。

・
医

療
保

険
課

・
医

師
看

護
師

確
保

対
策

室

担
当

課
・

係

前
文

日
ご

ろ
よ

り
奈

良
県

の
障

害
者

福
祉

政
策

推
進

の
た

め
に

努
力

さ
れ

て
い

る
こ

と
に

感
謝

申
し

上
げ

ま
す

。
さ

て
、

県
に

お
い

て
は

今
年

度
よ

り
、

新
し

い
「

奈
良

県
障

害
者

計
画

」
が

実
施

さ
れ

て
い

ま
す

。
し

か
し

、
障

害
者

・
家

族
、

障
害

者
施

設
で

は
、

物
価

高
騰

な
ど

も
あ

り
、

厳
し

い
状

況
が

続
い

て
い

ま
す

。
ま

た
、

障
害

者
福

祉
に

携
わ

る
職

員
不

足
は

切
実

な
も

の
と

な
っ

て
い

ま
す

。
県

行
政

で
は

、
よ

り
具

体
的

な
障

害
者

福
祉

施
策

の
実

行
が

求
め

ら
れ

て
い

ま
す

。
そ

う
し

た
こ

と
を

踏
ま

え
、

県
内

の
障

害
者

関
係

１
２

団
体

で
組

織
し

て
い

る
奈

良
県

障
害

者
福

祉
連

合
協

議
会

は
、

県
へ

の
要

望
を

ま
と

め
ま

し
た

。
県

に
お

か
れ

ま
し

て
は

、
実

現
に

む
け

、
前

向
き

な
ご

回
答

を
い

た
だ

き
ま

す
よ

う
お

願
い

致
し

ま
す

。

項
目

番
号

区
分

要
望

内
容

回
答
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令和 8年度会費納入の

お礼

　毎年、会費の振込み納入に協力

いただきありがとうございます。

本部への会費納入も済ませました。

今年も暑い夏になりそうですね。

自分の身体も大事に過ごしましょ

う。

うっかり振込み忘れておられる方、

会費・納入先は下記のとおりです。

振込みよろしくお願いいたします。

（会費）

①個人正会員　￥6000.-

②賛助会員　　個人￥3000.-　

（振込先）

①ゆうちょ銀行

口座番号：00980-0-225697

名義：特定非営利活動法人　　　

　　　　　奈良県自閉症協会

②南都銀行郡山支店

口座番号：普通預金　1068978

名義：奈良県自閉症協会　

　　　　　　代表者　河村舟二

＊住所や名前の変更があれば、下

記、理事長河村さんまでお願いし

ます。

事務局　理事長　河村舟二

E-mail　kawafune@ares.eonet.

ne.jp

電話＆ FAX　　0743-55-2763

日本自閉症協会が後援する映

画 『平行と垂直』 の最新情報

日本自閉症協会が後援する、映画

『平行と垂直』の新しいポスター

と予告編（60 秒）が公開されまし

た。安田章大さんと、のんさんが

兄妹役を演じ、自閉スペクトラム

症を抱える家族の葛藤と温かな絆

が描かれています。

▼予告編（60 秒）はこちら

https://youtu.be/G51w2ItRVYQ

また、好評の「ムビチケカード＆

リボンアクリルチャーム」の予約

期限は 6月 18 日です。

●「ムビチケカード＆リボンアク

リルチャーム」販売窓口

https://www.major-j.com/info.

php?f=y9akdhmfur5

# 平行と垂直 # 日本自閉症協会


